
－ 45 － 

平成２７年度事業計画  

（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで） 

 

Ⅰ．事 業 計 画 

平成26年度は、大阪ガス株式会社より寄附を受けるとともに、いわゆるアベノミクス

の影響による円安効果で基本財産の運用益も増加し、従来を上回る規模で活動を実施す

ることができた。円安による債券の早期償還が３件、３億円発生し新たな仕組債の購入

を実施した。 

平成27年度については、大阪ガス株式会社からの寄附がさらに減少するため、収入に

見合い従来規模の活動をやや縮減させて、公益法人としてより一層効果的・効率的な運

営を目指し活動内容の見直しを継続実施する。また、設立30周年を期に、シニアの地域

活動への参加プログラムの開発を行います。 

 

Ⅱ．平成27年度の予算規模 

平成27年度の予算規模については平成26年度水準を３％下回る事業運営を実施する。 

年間事業規模 7,879万円とする。 

 

Ⅲ．助 成 事 業 

 (1) 高齢者福祉活動助成について 

   平成27年度の事業計画および予算により、１件あたり助成額の上限を25万円とし、「高

齢者福祉助成」としての予算規模を1,150万円とする。 

   申請団体との窓口をお願いしている府県・政令市の社会福祉協議会との連携をより強

化し、さらに多くの団体から申請をいただけるよう工夫をしていく。 

   また、応募段階でのヒアリング等により、さらに必要度や必要額の精査を行うととも

に、申請団体・管轄社協の地域偏在対応も実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 調査・研究助成について 

   平成27年度の事業計画および予算により、１件あたりの助成限度額を100万円とし、

「調査・研究助成」としての予算規模を1,200万円とする。 

   従来から、高齢者の身体機能の老化や、生活環境の変化に伴う心身障害およびその改

平成27年度 

＜高齢者福祉助成＞ 予算総額：1,150万円 

 

高齢者福祉助成１件あたり限度額：25万円 
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善方法等、現場実践的なテーマで研究助成を行っているが、医学的な基礎研究での応募

等もあるので、高齢者の福祉の向上と健康の増進を目的とした助成である財団の趣旨を

改めて徹底した上で募集・選考を行う。福祉現場での実践を通じた調査・研究にもスポ

ットをあてる取組みも継続実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) アクティブシニアプログラムの開発 

   30周年を期に、兵庫県社会福祉協議会とともに、高齢者の社会参加を促すプログラム

の開発事業を実施する。 

   業務委託費 250万円 

 

Ⅳ．健 康 事 業 

健康事業部においては、高齢者の健康の維持・増進のため、引続き公益性・公平性・透

明性を確保しながら、より効果的で魅力ある事業活動を行ってゆく。 

そのため、地域高齢者の居住地点まで出向いて実施する「健康のつどい」ならびに「健

康づくり料理講習」「健康づくり教室」、「ウォーキング大会」などの当財団主催イベントの

実施運営を着実に継続して行うとともに、特に「健康のつどい」については、受講団体の

みならず講師陣ともより一層の連携を図って、参加者数と事業効率の向上を目指してゆく。 

平成27年度の事業計画に関し、「健康づくり料理講習」については開催場所として新たに

hu+gMUSEUM（ハグミュージアム）を活用し、1回当りの参加人数の増加をはかるとともに、

「健康のつどい」においても高齢者のニーズに対応し回数の増加をはかっていく。「健康づ

くり教室」「ウォーキング大会」などの当財団主催イベントでは、実施内容を見直しつつ、

全体においても参加者数の増加をはかって実施していく。 

個人申込により誰でも自由に参加可能な「ウォーキング大会」については、地域高齢者

における当財団の認知度を高めながら、参加者層のさらなる拡がりも目指す。 

平成27年度 

＜調査・研究助成＞予算総額：1,200万円 

 

調査・研究助成１件あたり限度額：100万円 
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 ＜表１＞健康事業計画 

 

 
平成27年度計画 平成26年度実績 平成26年度計画 

健 康 の つ ど い 175回 10,500人 160回 9,240人 160回 10,000人 

健 康 づ く り 教 室 6回 1,350人 6回 1,427人 6回 1,350人 

健康づくり料理講習 30回 1,000人 35回 994人 34回 1,000人 

ウォーキング大会 2回 3,550人 2回 3,666人 2回 3,500人 

歴 史 講 座  他 2回 400人 3回 718人 2回 250人 

合  計 215回 16,800人 206回 16,045人 204回 16,100人 

      

Ⅴ．収支予算について 

 (1) 経常収益 

   基本財産受取利息等6,302万円及び寄附金1,750万円により、経常収益計は8,052万円

である。 

 (2) 経常費用（配賦後） 

   ①「助成事業」については、高齢者福祉助成1,150万円及び調査・研究助成1,200万円

の合計2,350万円の助成額とし、30周年事業費250万円を合算して、事業費予算額は

3,761万円とする。 

   ②「健康事業」については、事業費予算額は3,438万円とする。 

   ③「管理費」については、680万円とする。 

   ④この結果、経常費用計は7,879万円となる。 

 (3) 当期経常増減額及び当期一般正味財産増減額 

   「経常収益計」から「経常費用計」「評価損」を差し引いた「当期経常増減額」及び

「当期一般正味財産増減額」は△292万円となり、これを「一般正味財産期首残高」で

ある3,748万円から補填した「一般正味財産期末残高」は3,455万円となる。 

 (4) 正味財産期末残高 

   「一般正味財産期末残高」に基本財産である「期末指定正味財産残高」22億円を加え

た「期末正味財産残高」は22億3,455万円となる。 

 

以 上 
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収支予算書 【損益計算方式】 費用配賦後 
(平成27年４月１日～平成28年３月31日) 

（単位：円） 
 

 公１．助成事業 公２．健康事業 共通事業

Ⅰ．　事業活動収支の部一般正味財産増減の部

1．経常増減の部

（１）経常収益

①基本財産運用益

基本財産受取利息 50,400,000 50,400,000 12,600,000 63,000,000

②特定資産運用益

特定資産受取利息 0 0 0 0

③雑収益

受取利息 12,000 12,000 3,000 15,000

受取寄付金 14,000,000 14,000,000 3,500,000 17,500,000

その他 0 0 0 0

経常収益計 64,412,000 64,412,000 16,103,000 80,515,000

（２）経常費用

支払助成金 23,500,000 0 23,500,000 23,500,000
内訳 高齢者福祉助成 11,500,000 0 11,500,000 11,500,000
内訳 調査研究助成 12,000,000 12,000,000 12,000,000

常勤役員報酬 1,720,000 1,720,000 3,440,000 3,440,000

給料手当 4,720,000 7,600,000 12,320,000 12,320,000

アルバイト給料手当 400,000 2,000,000 2,400,000 2,400,000

福利厚生費 220,000 1,100,000 1,320,000 1,320,000

委託費 2,500,000 0 2,500,000 2,500,000

会議費 300,000 0 300,000 300,000

旅費交通費 300,000 900,000 1,200,000 1,200,000

通信運搬費 150,000 400,000 550,000 550,000

減価償却費 183,000 183,000 183,000

消耗品費 100,000 800,000 900,000 900,000

印刷製本費 1,500,000 1,800,000 3,300,000 3,300,000

光熱水料費 152,000 216,000 368,000 368,000

諸謝金 1,000,000 9,000,000 10,000,000 10,000,000

賃貸料 747,000 1,061,000 1,808,000 1,808,000

賃貸料（会場） 0 600,000 600,000 600,000

雑費 300,000 7,000,000 7,300,000 7,300,000

37,609,000 34,380,000 71,989,000 71,989,000

給料手当 3,296,000 3,296,000

常勤役員報酬 860,000 860,000

非常勤役員報酬 1,611,000 1,611,000

給料手当 800,000 800,000

福利厚生費 25,000 25,000

会議費 500,000 500,000

旅費交通費 400,000 400,000

通信運搬費 250,000 250,000

減価償却費 265,000 265,000

消耗品費 200,000 200,000

印刷製本費 400,000 400,000

光熱水料費 32,000 32,000

賃貸料 157,000 157,000

雑費 1,300,000 1,300,000

6,800,000 6,800,000

経常費用計 37,609,000 34,380,000 71,989,000 6,800,000 78,789,000

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 37,609,000 △ 34,380,000 64,412,000 △ 7,577,000 9,303,000 1,726,000

評価損益等 0 0 △ 3,720,000 △ 3,720,000 △ 930,000 △ 4,650,000

予備費 0 0 0 0 0 0

当期経常増減額 △ 37,609,000 △ 34,380,000 60,692,000 △ 11,297,000 8,373,000 △ 2,924,000

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 37,609,000 △ 34,380,000 60,692,000 △ 11,297,000 8,373,000 △ 2,924,000

一般正味財産期首残高 △ 174,804,730 △ 150,292,663 297,409,517 △ 27,687,876 65,162,878 37,475,002

一般正味財産期末残高 △ 212,413,730 △ 184,672,663 358,101,517 △ 38,984,876 73,535,878 34,551,002

Ⅱ.指定正味財産増減の部

受取寄附金 0 0 0 0 0 0

基本財産評価益 0 0 0 0 0 0

基本財産運用益 0 0 50,400,000 50,400,000 12,600,000 63,000,000

一般正味財産への振替額 0 0 △ 50,400,000 △ 50,400,000 △ 12,600,000 △ 63,000,000

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 1,760,000,000 1,760,000,000 440,000,000 2,200,000,000

指定正味財産期末残高 0 0 1,760,000,000 1,760,000,000 440,000,000 2,200,000,000

Ⅲ.正味財産期末残高 △ 212,413,730 △ 184,672,663 2,118,101,517 1,721,015,124 513,535,878 2,234,551,002

 公益目的事業
公益目的計 法人会計

②管理費

管理費計

事業費計

①事業費

合計科　　　　　目


